
認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護事業 

重要事項説明書 

 

２０２３年１１月 １日 現在 

 

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護（以下「認知症対応型共同生活

介護」という。）の提供にあたり、厚生労働省令に基づいて、当事業者が説明すべき事項は以下の通

りです。 

１、 事業所 

（１） 事業者       株式会社 サンブレラ 

（２） 事業所の名称    グループホーム パラソル 倉敷中庄 

（３） 所在地       倉敷市中庄２３７１－１ 

（４） 法人種別      営利法人 

（５） 事業所番号     ３３９０２０１７４１ 

（６） 代表者       日笠 伸之 

（７） 管理者       犬飼 幸子 

（８） 電話番号      ０８６－４４１－８０７７ 

 

２、 事業目的 

医師より認知症の状態にあると診断を受けた要支援者・要介護者に対して、指定を受けた共同

生活住居において、家庭的な環境の下で、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世

話及び機能回復訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を

営むことができるように配慮し、利用者の自立支援に向けた適切な介護を行うことを目的とす

る。 

 

３、 施設運営の方針 

（１） 地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及びそ

の置かれている環境等を踏まえて、日常生活の援助を妥当適切に行う。 

（２） 利用者一人一人が安心できる環境の中で、最大限の力を発揮しながら、その人らしい

暮らしが送れるように共に考え、利用者の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を

持って、家庭的な環境の下で、尊厳ある日常生活を送ることができるよう配慮して行

う。 

（３） 認知症対応型共同生活介護の提供にあたっては、認知症対応型共同生活介護計画及び

介護予防認知症対応型共同生活介護計画（以下「サービス計画」という。）に基づき、



漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能回復訓練及びその者が日常生活を営

むことができるように必要な援助を行う。 

（４） 自立支援の十分な効果を高める観点から、サービスの提供に当たっては、利用者の意

欲が高まるように、日常生活上での様々な工夫をし、認知症の症状の進行の緩和に資

するように適切な働きかけを行う。 

（５） サービス計画に定める目標達成の度合いや利用者及び家族の満足度について常に評価

を行う。 

（６） 地域とともに認知症の人たちが安心して暮らせる町づくりに寄与し、地域包括ケアの

一拠点としての事業運営を確保するため、利用者の家族や地域の関係者等を含めた意

見交換・運営点検のため「運営推進会議」を設置する。 

 

４、 事業所概要 

 建物     構   造  木造２階建 

        延床面積  485.16 m² 

        事業所設備  居室面積（内法）    ：10.37 m²× 4部屋 

                           ： 8.88 m²×14部屋 

                      居間及び食堂面積 （内法）： 56.31 m² 

                台所面積     ： 9.94m² 

               浴室面積     ：１Ｆ 4.97m²、２Ｆ 4.14㎡ 

               消火器      ： ５か所 

利用定員   ２ユニット   １８名（１Ｆ ９名、２Ｆ ９名） 

 

５、 職員の職種及び員数並びに勤務内容 

 管理者       ２名（介護職員 兼務） 

    事業所の従業員の管理及び業務の管理 

 計画作成担当者   １名（介護職員 兼務） 

    認知症対応型共同生活介護計画の作成 

 看護職員      １名以上（介護職員 兼務） 

    利用者の健康管理 

 介護職員     １５名以上（兼務職員含む） 

    認知症対応型共同生活介護の提供 

  

６、 介護職員の勤務体制 

（１） 日 勤   ８：３０～１７：３０ 

（２） 早 出   ７：３０～１６：３０ 

（３） 遅 出   ９：３０～１８：３０ 

（４） 夜 勤  １６：３０～翌９：３０ 



 

７、 営業日及び営業時間 

（１） 営 業 日    月～日まで       祝日・年末年始は営業 

（２） 営 業 時 間    ２４時間         

（３）利用者活動時間帯   ６：００～２１：００ 

 

８、 事業実施区域 

 事業実施区域を倉敷市とする。 

   

９、認知症対応型共同生活介護事業の内容 

（１） 利用者の人格に十分に配慮しながら、心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、

意欲的に日々の生活を送ることができるように介護サービスを提供し又は必要な支援

を行う。 

（２） 利用者が認知症対応型共同生活介護職員と食事や清掃、洗濯、買い物、園芸、農作業、

レクレーション、行事等を可能な限り共同で行うことによって良好な人間関係に基づ

く家庭的な生活環境の中で日常生活が送れるように援助する。 

（３） 利用者の身体的、精神的状況の的確な把握に努めるとともに、症状等に応じて医療機

関との連携を図るなど適切な対応を行う。 

（４） サービス概要 

① 食事 

  ・食事の提供及び食事の介助。 

  ・調理および配膳は利用者と職員が協力して行う。 

② 入浴 

  ・利用者の状況に応じ、入浴又は清拭を行う。 

  ・衣服の着脱、身体の清拭、洗髪の介助を行う。 

③ 排泄 

        ・利用者の状況に応じて適切な介助を行うとともに、排泄の自立についても適切

な援助を行う。 

④ 機能訓練 

        ・利用者に適した日常生活上での機能回復訓練を行い、利用者の生活機能の維持・

改善に努める。 

⑤ 健康管理 

        ・血圧測定等利用者の全身状態の把握に努める。 



        ・医師の処方する内服薬等の管理と服薬確認を行う。 

        ・体調不良時の医療機関への受診などの手配と、家族への連絡を行う。 

⑥ 日常生活の援助 

        ・掃除・洗濯・着替え等、家事や日常生活全般のお手伝いをする。 

⑦ 移動の援助 

  ・共同生活住宅内の移動及び散歩などの介助を行う。 

⑧ 行政手続き代行 

・郵便、宅配便の授受、証明書の交付申請等、役所に対する手続きの代行、その

他、利用者の社会生活上必要な手続きを代行する。 

⑨ 相談・援助 

        ・利用者と家族から、利用者に必要な日常生活上の世話に関する相談を受け、必

要かつ可能な範囲の援助を行う。 

⑩ レクリエーション等 

        ・利用者の趣味、嗜好に配慮するとともに、地域との交流を図れるよう、随時レ

クリエーションを実施する。 

なお、サービスの提供に当たっては、次に該当する行為は行わない。 

    ・ 医療行為 

    ・ 利用者もしくは家族からの金銭または高価な物品の授受 

    ・ 飲酒及び利用者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

    ・ 利用者又はその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

    ・ その他利用者又はその家族等に行う迷惑行為 

 

１０、 利用料及びその他の諸経費 

 （１）法定代理受領サービスに該当する認知症対応型共同生活介護を提供した際は、その利用者

から利用料の一部として、当該認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護サービ

ス費及び地域密着型介護予防サービス費基準額から当該事業所に支払われる地域密着型

介護サービス費及び地域密着型介護予防サービス費の額の控除して得た額の支払いを受

けるものとする。なお、介護保険の給付限度額を超える部分にかかるサービスは、全額

自己負担となる。 

   ※別紙①参照 

 

 



 （２）事業所は前項の支払いを受ける額のほか、次に掲げる費用の額の支払いを利用登録者か 

ら受けることができる。 

①  食事の提供に要する費用 

      1日（３食）  １，６００円（朝 ４００円  昼 ６００円  夕 ６００円） 

        （１食の利用ごとに計算し、利用者の要望により、提供した食事が当該費用を超

えた場合、超過分の支払いを利用者から受けるものとする） 

②  居室代 

      1ヵ月   ４８，０００円 

（ただし利用開始月及び退居月のみ、１日 １６００円の日割計算とする） 

③ 共益費（電気・水道・ガス代を含む）  

   １ヵ月   ２７，０００円 

（ただし利用開始月及び退居月のみ、１日 ９００円の日割計算とする） 

③  敷金    １４４，０００円 

        （事業所は、入居までに居室代３か月分を敷金として受領し、契約終了まで無利

息で保管する。契約終了時には必要な経費、その他未払金などに充当するほか、

居室クリーニング代（３３，０００円）、事業所の責任に帰さない原状回復費用

の充当分を差し引きした残額を、利用者又は身元引受人に返還する） 

   ⑤ おむつ代   実費 

   ⑥ 理美容代   実費 

   ⑦ 上項に掲げるもののほか、認知症対応型共同生活介護の提供において提供される便宜の

うち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担

させることが適当と認められるもの。  実費 

  （３）前項の費用の徴収に当たっては、あらかじめ利用者又はその家族に対して、当該サービ

スの内容及び費用について文書で説明を行い、支払いに同意する旨の文書に署名（記名・

押印）を受けることとする。 

  （４）（２）①②③に記載している金額は総額表示にて、消費税込み。 

  （５）生活保護受給者の場合は（２）②居室代を１ヵ月 ３５，０００円とする。 

        （ただし、利用開始月及び退居月は所定の日割額とする） 

  （６）利用料及び諸費用の改定については、あらかじめ利用者及びその家族に文書で通知し、



同意を得ることとする。 

 

１１、利用料金のお支払方法 

   前月の利用料等の合計額を請求書として明細を添付して、毎月２０日頃までに通知しま 

す。利用料金は、原則、口座振替（翌月 4日）とし、現金または銀行振込の場合、当月末ま

でにお支払いください。 

 

１２、身元引受人（連帯保証人） 

   利用契約時に身元引受人（連帯保証人）を定め、次に掲げる際にその責任を負うものとする。 

  （１）利用者が医療機関に入院する場合は、入院手続きが円滑に進行するように協力する。 

  （２）利用契約が終了する場合は、利用者の状態に見合った適切な受け入れ先の確保に協力す 

る。又、利用料金の滞納及び施設設備の故意もしくは過失により破損させた場合は、 

利用者と連帯してその責任を負う。 

本契約上の債務について身元引受人（連帯保証人）の負担は、極度額１００万円を限度

とする。 

  （３）利用者が死亡した場合は、速やかに遺体を引き取るとともに、遺留金品の引き取りを行 

う。 

  （４）身元引受人（連帯保証人）の住所・氏名の変更、死亡等、及び成年後見人制度による後 

見人・保佐人・補助人の審判があった場合、及び利用者が任意後見契約を締結した場 

合は、その内容を事業者に遅滞なく通知するものとする。 

  （５）（４）により身元引受人（連帯保証人）がその責任を負うことができなくなった場合には、 

      新たに身元引受人（連帯保証人）を定めることとする。 

 

１３、緊急時における対応方法 

   認知症対応型共同生活介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合、 

速やかに主治医又はあらかじめ当該事業者が定めた医療機関等への連絡を行い、受診等の必

要な措置を講じるとともに、家族へも連絡を行う。 

 

 



１４、事故発生時の対応及び損害賠償 

   利用者に対して認知症対応型共同生活介護の提供をしている時、事故が発生した場合には、 

速やかに利用者の家族へ連絡するとともに、関係機関への報告や損害賠償の手続きを行 

い、その旨を記録に残す。 

 

１５、 苦情申し立てについて 

 （１）当事業所における苦情やご相談は、専用窓口にて受け付ける。 

     窓口担当者 ：  管理者  犬飼 幸子 

     受付時間 ：  ９：００～１７：００（月～金） 

     連 絡 先 ： （０８６）４４１―８０７７ 

    ご意見・ご要望のある場合は、遠慮なく申し出ていただくか、玄関に設置してある意見箱

にお入れ下さい。上記の時間外であっても受付可能な体制をとっております。速やかに解

決に向けた調査を実施するとともに、必要な改善措置を講じます。 

  

（２）行政機関その他の苦情受付機関 

    ●倉敷市役所 介護保険課 

     住 所：倉敷市西中新田６４０  

連絡先：０８６－４２６－３３４３（８：３０～１７：１５ 土日祝を除く） 

 

●岡山県国民健康保険団体連合会 

住 所：岡山市北区桑田町１７－５ 

連絡先：０８６－２２３－８８１１（８：３０～１７：１５ 土日祝を除く） 

 

１６、 協力医療機関 

    当事業所は下記の通り、利用者に対する定期的な診療、病状の急変等の備えるため、協力

医療機関、協力歯科医療機関を定めています。 

     

     ●協力医療機関     医療法人天和会 松田病院 

グリーン在宅クリニック 



 ●協力歯科医療機関   医療法人南風会 アップル歯科クリニック 

             彩起歯科 

 

１７、 非常災害時の対応 

    非常災害時には、別途定める消防計画に沿って対応を行います。また、避難訓練を年２回、

利用者も参加して行います。 

 

    倉敷消防署への届出日：２０２３年 ５月 １日 

     防火管理者： 狩屋 俊宏 

     

    〈消防用設備〉 

     ・誘導灯  ・消火器  ・スプリンクラー  ・自動火災報知設備 

     ・避難階段       ・火災通報装置 

 

１８、 サービス利用の際の留意点 

 （１）宗教や信条の相違により、他者の権利を脅かさないこと。 

 （２）口論、暴力、泥酔などで他社に迷惑をかけないこと。 

 （３）事業所の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害さないこと。 

 （４）指定した場所以外で、火気を使用しないこと。 

 （５）故意に施設や施設内の物品に損害を与えたり、勝手に持ち出したりしないこと。 

 （６）他の利用登録者の不利益となる情報を無断で漏らさないこと。 

 （７）現金・貴重品の紛失の責は負いかねるので、ご家族にて管理をおこなうこと。 

 （８）ペットの持ち込みは原則おこなわないこと。 

 （９）大型の金庫、その他重量の大きな物品の搬入又は備えつけはしないこと。 

 （１０）テレビ、大型ＣＤ等の操作、楽器の演奏、その他大音量で近隣に著しい迷惑を与える行 

為はしないこと。 

 （１１）居室及びあらかじめ定められた場所以外の共用施設内に物品を置かないこと。 

 

 



１９、 身体的拘束等の廃止について 

    事業所内において身体拘束防止委員会を設けて防止に努めます。自傷、他傷の恐れのある

場合は、事前に家族の了解を得たうえで、やむを得ず一時的に身体的拘束等をする場合が

あります。その場合、時間・状況の記録をし、速やかに専門医の受診と家族への説明を実

施し、身体的拘束等の廃止に向けて定期的に検討します。 

 

２０、 秘密保持について 

 （１）サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に対する秘密・個人情報については、

利用者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除いて、

契約中及び契約終了後、第三者に漏らすことはしない。 

 （２）あらかじめ文書により利用者の同意を得た場合は、前項の規定にかかわらず、一定の条件

下の下で細心の注意をしながら、情報提供することはできる。 

 

２１、 個人情報の使用について 

 （１）事業者は、利用者及びその家族の個人情報の使用・提供・収集について次のとおり定める。 

   ①利用期間は、介護サービス提供に必要な期間及び契約期間に準ずる。 

   ②利用目的 

      ・介護保険における介護認定の申請及び更新、変更のため 

      ・利用者に係るサービス計画を立案し、円滑にサービスが提供されるために実施する 

       サービス担当者会議での情報提供のため 

      ・医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体（保険者） 

       その他社会福祉団体との連絡調整のため 

      ・利用者が、医療サービスの利用を希望している場合及び主治医等の意見を求める必 

要のある場合 

      ・利用者の利用する介護事業所内のカンファレンスのため 

      ・行政の開催する会議等 

      ・その他サービス提供で必要な場合 

      ・上記各号に関らず、緊急を要する時の連絡等の場合 

 



   ③使用条件 

      ・個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外、決して利用し 

ない。また、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後に 

おいても、第三者に洩らさない。 

      ・個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば 

開示する。 

 （２）利用者及びその家族は重要事項説明書への確認・同意により、（１）に定める個人情報の 

     使用についても同意するものとする。 

 

 ２２、 地域との連携について 

 （１）事業者は、サービス提供に当たっては、利用者、利用者の家族、事業所が所在する市の職

員又は当該事業所が所在する区域を管轄する地域包括センターの職員、地域住民の代表等

により構成される運営推進会議を設置し、おおむね２月に１回以上活動状況を報告し、評

価を受けるとともに、必要な要望助言等を聞く機会を設ける。 

 （２）事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等について記録を作成し、これを公表する。 

 （３）事業者は、その事業の運営に当たり、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力

を行う等の地域との交流をはかる。 

 

  附則  この重要事項説明書は２０２１年 ９月 1日より適用する。 

                                ２０２３年１１月１日一部改訂。 

                                ２０２５年４月３０日一部改訂。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

説 明 事 項 確 認 書 

 

   年   月   日 

認知症対応型共同生活介護サービス提供の開始にあたり、本書面に基づき重要事項の 

説明を行い交付しました。 

 

 （事業者） 住   所  岡山県倉敷市酒津２７４７－１ 

       名   称  株式会社サンブレラ 

       代 表 者  代表取締役 日笠 伸之         印 

 （説明者） 事業所住所  岡山県倉敷市中庄２３７１番地１ 

       事業所名称  グループホーム パラソル 倉敷中庄 

       職名・氏名                    印 

 

 本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、認知症対応型共同生活介護の

サービスの提供開始に同意しました。 

 

 （利用者）  住所 

        氏名                       印 

 

 （代理人）  住所 

        氏名                       印 

           （続柄                ） 

 （身元引受人・連帯保証人） 

住所 

        氏名                       印 

           （続柄                ） 

 （契約立会人）住所 



        氏名                       印 

           （続柄                ） 


